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実証事業の効果検証結果の公表方針

1

実証事業の公表資料のとりまとめ方及びスケジュールについては以下を想定している。それぞれどのような形が望ましいか、後ほど委員の皆様に意見を
いただきたい。

公表資料 スケジュール

• 対外的に公表する資料としては、以下の3点を想定

事業及び効果検証
結果の概要一覧
※P46参照

• 今後は、当年度に採択された事業を年度末から翌年度上半期にかけて効果
検証を行い、第1回有識者委員会にて確認した後に公表することを想定

• 令和6年度採択事業については、今回効果検証しなかった事業も含め全13
事業を対象として効果検証を行い、令和7年度上半期に公表する予定

• 実装段階に移行した後も、都市局において効果検証を継続
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効果検証結果の概要事業概要対象地域・対象事業
今年度の実証内容については効果を確認できているものの、まちなかでの実証
ができなかったため、当初の実証スケジュールを見直さなければならない可能
性がある

駅を中心とした新たな生活圏の形成を図るため、鉄道事業者保有デー
タや人流データ等を有効活用し、生活者の行動変化や移動需要・エ
ネルギー需要を把握・分析し、その需要に基づいたステイアブル＋モビ
リティ及び環境に関する施策を実施

東京都港区高輪ゲートウェイ駅周辺地区
人流データ等の把握・分析による駅周辺の回遊性向上
及び環境負荷軽減

サービス内容は充足できた一方で、利用者数が十分でなかったため、今後はエ
ンドユーザーに知ってもらう工夫が必要

近鉄四日市駅とJR四日市駅を結ぶ中央通りにおける空間を効率的
に活用するために、デジタルサイネージを活用した情報発信、モビリティの
多様化、土地利用を促すマッチングシステムの構築、デジタルインフラ台
帳を活用した事業者のプランニングを推進

三重県四日市市
リージョン・コアYOKKAICHI地区
中央通りにおけるデジタル時空間（ストック）マネジメント

対象事業が目的とする効果は発現するまでの経過段階にあるが、一時点の評
価にとらわれすぎず、各ステークホルダーの想いや期待を引き出し、寄り添う形で
事業に取り組んでいく予定

都市再生の工程の中でも計画における都市再生整備の事後評価、
目標設定や効果測定段階と、デザイン・設計における土地利用主体ご
との検討データ収集においてスマートデータを活用することで、都市経
営の高度化を実施

愛知県岡崎市乙川リバーフロントQURUWA地区
スマートデータを活用した都市再生支援サービスの
有効性確認

行政主体での利用を目指したサービス体制が構築できたため、今後は継続的
にイベント連携を実施することで住民からの認知度・利用を向上させることを目
指す

本事業では、平時からまちの情報を収集・分析・可視化することで、災
害時の迅速な状況把握及び初動の迅速化を目指す。住民や企業、
自治体が協力し、まちをモニタリングすることで、災害時にリスクがありそう
な場所等を把握・対処することで災害時に備える

東京都江東区豊洲エリア
住民参加型でまちのリアルな情報を活用した平時から災害
時までの仕組みづくり

滞留の検知機能は期待通りだったものの、アナウンス単体では不要な滞留散会
を促せていないことが判明したため、汎用的で効果的な滞留拡散方法を継続し
て検討す

イベント開催時等に発生する来街者の滞留等による公共空間の利用
の妨げやトラブルを解消するため、LiDARの検知機能とAIによる滞留
や混雑等の行為検知から、不適な滞留等の散会を誘導

東京都大田区羽田イノベーションシティ（HICity）
LiDARセンサーの検知機能を活用した滞留散会誘導
サービス

ドローンの効率的な運用方法は概ね確立しつつあるため、今後はそれを具体
の災害時対応において機能するか等の検証を実施

本事業では、南海トラフ地震や津波といった有事だけでなく、高齢化・
人口減による地域の担い手不足、過疎による公共交通や物流網の
維持困難といった平時における課題においても解決が進むよう、ドロー
ンによる省人化・効率化及び人の危険作業の低減を図る

和歌山県すさみ町
防災道の駅中心の防災の高度化・自動化事業

評価項目

対象地域・
対象事業タイプ

資金的持続性取組内容実施体制

都市ビジョンの実現に
向けた効果検証対象事業の効果検証

都市ビジョンの
実現発展・展開アウトカムアクティビティ・

アウトプットインプット

民間事業者が費用
を負担するが、実装
による経済効果の
創出及びCO2排
出量の削減(売買
価格換算)によって
その負担を賄う体
制が構築されている

データを有効活用し、
生活者の行動変化
や移動需要・エネル
ギー需要を把握・
分析することで、需
要に基づいたステイ
アブル＋モビリティ及
び環境施策を実施
する

市はモビリティ施策
の高度化について
連携・議論を行い、
検討を進めている

まちびらきに至って
おらず、指標値を
集計不可とのこと
から、現時点では
把握できない

人流データの把
握・分析・予測が
できている
今後、他の駅周
辺まちづくりを検討
する他都市への
横展開を検討し
ている

熱需要予測の高
度化は、パラメー
タ整理に成果が
上がっているものの、
まちなかでの実証
実験ができなかっ
た

情報発信回数は
増加しているもの
の、利用者まで十
分に情報が行き
届いているかにつ
いては検証が必
要である

民間事業者が主
体となって事業を
推進
費用は全て民間
事業者が負担し
ている

東京都港区高輪
ゲートウェイ駅周辺
地区
人流データ等の把
握・分析による駅周
辺の回遊性向上及
び環境負荷軽減

都市
サービス
実装
タイプ

今後、利活用空間
活性化ツールの構
築にて、有料サービ
スの価格設定を行
う

デジタルサイネージ
を活用した情報発
信、モビリティの多様
化、土地利用を促
すマッチングシステム
の構築等を推進す
る

市は事務局として、
コンソーシアムの運
営、実証事業の企
画・事業を推進して
いる

公示地価はやや
増加しているもの
の、本事業は実
証段階であるため、
本事業の寄与は
限定的と考えられ
る

既存埋設物台帳
と実空間の不整
合を改善できてい
る
今後は他都市へ
の連携を目指す

現在集計中の項
目が多く、どのよう
な効果が表れたか
が明確でない

ポータルサイト全
体PVは倍増して
いる
MaaSのユーザー
数も増加しており、
サービス利用は着
実に伸びている

民間企業が主体
となって各事業を
推進

三重県四日市市
リージョン・コア
YOKKAICHI地
区
中央通りにおけるデ
ジタル時空間（ス
トック）マネジメント

マネタイズの不一
致を議論する場を
設けており、データ
活用開始から5年
にて採算が合致し
ている

計画における都市
再生整備の事後評
価、目標設定や効
果測定段階と、デ
ザイン・設計におけ
る土地利用主体ご
との検討データ収集
においてスマート
データを活用する

市は都市ビジョン、
全体像・将来像の
構築、事業意思決
定など上流工程を
主導する

都市ビジョンKPI
は現在集計中で
あるが、本事業は
実証段階であるた
め、本事業の寄
与は限定的と考
えられる

立地適正化計画
や都市再生整備
計画の見直しに
有効に機能してい
る
今後はデータの高
度化を予定してい
る

対象事業が目的
とする効果は、概
ね発現するまでの
経過段階にあると
いえる

取得するデータの
種類及び利用件
数は増加しており、
サービス利用は概
ね伸びている

民間企業が主体
となって事業を推
進
費用は全て市が
負担している

愛知県岡崎市乙川
リバーフロント
QURUWA地区
スマートデータを活用
した都市再生支援
サービスの有効性確
認

効果検証結果サマリ
※P1-2参照

各実施主体の
効果検証

とりまとめシート
※P4-45参照



「実証事業の効果検証結果（中間報告）」に関して本日議論いただきたいこと
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各地区の検証手法・内容について
・各地区の検証内容について、適切な手法が取られているか。適切な検証内容となってい
るか。
・各段階の取組について、今後の実証に向けて成果として評価すべき点、あるいはより明
確化が必要な点、修正が必要な点があるか。

・複数年度の取組に対する１年目の成果検証において、工夫・改善すべき点があるか。
・各地区の効果検証における効率・効果的な対応の面で、工夫・改善すべき点があるか。
・検証結果の公表の時期、あり方等は適切か。

各地区の検証全般について


